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地域別経済指標に基づく静岡SDモデルの開発とその拡張
―静岡県の人口移動に関する統計的分析一

上藤一郎・山下隆之・高瀬浩二

塚本高士・片岡達也・勝山敏司

はじめに

過去数年にわたり,われわれの研究グループでは,システムダイナミックス (System Dyllamics,以

下 SD)による独自のモデル開発 (静岡 SD)に取り組み,様々な地域経済分析を試みると同時にモデ

ルの精緻化に努めてきた。また静岡 SDモデルの開発とそれによる分析に並行して,モデル分析に必

要となる地域統計データの整備と拡充に努め,それらのデータを利用した静岡経済の統計的分析も併
せて試みてきた。これら一連の分析は,静岡県内における地域別jの政策課題にアプローチすることを

目的としているが,例えば,静岡県内の労働移動の視点から6つの経済圏を統計的に分類し,それに

基づき各経済圏における人口動態および経済成長の将来予測を行うため,静岡 SDモデル (II)を 開発

したことは主要な研究成果の一つとして上げられる。

この研究成果を基礎にして,本年度では,静岡県における人口移動 (社会移動)の問題を検討課題

の一つとして取り上げた。折しも2014年 1月 26日 に総務省統計局は,『平成 25年度住民基本台帳移

動報告』を公表した。
1そ
れによると静岡県の「転入超過数 (転入―転出)」 は‐6,892人 で全国第 46位

となっており,人 口の社会減,すなわち人口流出が静岡県で顕在化し,深刻な人日問題となりつつあ

る。そこで以下本稿では,地域の人口移動の特徴を分析するための方法論的枠組みを示し,静岡県を

事例にそれらを適用して人口移動の特徴を見ていく。その際,分析は以下の二つに大別される。
一つは,地域における人口移動の構造的特徴を分析する試みで,統計指標を用いた局所的分析と多

変量データ解析の方法を用いた総合的な分析について取り上げる。具体的には,人 口移動の統計指標

としては,最 も基本となる転出と転入のモビリティ (移動率)並びに転入超過数及び転入超過率を取

り上げる。また多変量データ解析としては,ク ラスター分析による人口移動の類型化を取り上げる。

この分析については,静岡総合研究機構 (2007)で 既に行われているが,そ こで用いられたのは,1954

～2005年における転入超過率の時系列データであった。本稿ではこの分析結果を基礎にして,更に

2006～ 2012年 における直近のデータを加えて再分析を試みた。

もう一つは,地域間における人口移動の関係を分析する試みであるが, これについても局所的な分

析と総合的な分析に分けることができる。局所的分析のために用いたのは,移動選択指数,交流率 ,

移動効果指数の各統計指標であるが,これらの指標を比較することで,人 口移動における地域間の関

係を明らかにすることが可能となる。また総合的な分析については,既にわれわれが労働移動の分析

で用いた多変量データ解析の方法,具体的には数量化Ⅳ類とクラスター分析の方法を人口移動の分析

にも適用することとする。
2こ
れによって,人 口移動を通じて見た地域間の関係を類型化することが可

能となろう。

I総
務省統計局『住民基本台帳人口移動報告 平成 25年結果』
htp:〃wwwstat gOjp/data/idou/2013np/kihoW,ouyaku/index htm
2この研究成果については,上藤一郎 (2013),上藤一郎・浅利一郎・山下隆之・高瀬浩二 (2012),上 藤一
郎・浅利一郎・山下隆之・高瀬浩二 (2013),山下隆之・上藤―郎・高瀬浩二 (2011),山下隆之・上藤
一郎 (20H)を参照のこと。
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以上の分析を通じて,静岡県における人口移動の特徴を把握するとともに,地域分析の方法論的枠
組みを示すことが本報告の最終的な目標となる。

1.人口移動における地域特性の分析

本節では,47都道府県における人口移動の地域特性を明らかにするための方法論を提示し,静岡県
を事例に具体的な分析を試みる。それに先立ち,本稿の分析で使用したデータについて簡単に述べて
おこう。

本稿で使用した主要な統計データは,総務省統計局が主管する『住民基本台帳人口移動報告』であ
る。この公的統計は,住民基本台帳の記録に基づいて作成された,所謂「業務統計」に相当するが,
人口移動に関する最も重要な統計である。但し,住民基本台帳 (住民票)の移動記録に基づいて作成
されていることから,「住民票の移動に伴わない越境」は数値に含まれないことは留意すべきである。

例えば,「大学進学に伴う越境」の多い都道府県の場合,こ うした「住民票の移動に伴わない越境」は

相当数に上るものと推量されるため,年齢階級別における人口移動の地域特性を把握しようとする場
合, この統計データの使用には注意を要する。

この公的統計を使用するに当たってもう一点留意すべき点は,人 口移動数の対象が日本国籍を有す
る者に限定されている点である。従って,後に詳しく検討するが,移動率や転入超過率の計算に必要
となる,全国年央人口や都道府県別年央人口は,「日本人人口」が用いられなければならない。なおこ
の点に関連して付言すれば,本稿で試みる一連の分析では,年央人日の 2013年推計値が未公表である

ことから2012年の統計データを使用したが,前述のとおり2013年の統計データは既に公表されてい
るため,2013年の年央人口推計値が公表され次第,引き続き分析を継続していく予定である。

11 局所的分析一移動率と転入超過率

都道府県間における人口移動の最も基本的な統計指標は,モビリティ (mObility)の 尺度としての移

動率である。人口移動の地域特性を把握するには,移動数それ自身も重要な統計情報となるが,各都
道府県の人口規模が異なるため,比率によって人口移動の相対的な作用力,即ちモビリティの大きさ
も評価されなければならない。このモビリティの計測に用いられるのが転出と転入の移動率である。

今,分析の対象とする都道府県数を″とし,任意の都道府県 ,と プにおいて,まず,転出のデータ
行列 Xを定義する。転出先 (転出後の住所地)を ,都道府県,転出元 (転出前の住所地)をプ都道府
県とし,ん をノ都道府県から′都道府県への転出量 (,都導府県への転入量),ら をプの総転出量とする。

但し J,ノ =1,2.″ で,全ての都道府県を対称にする場合,″→7となる。ここで,転出のデータ行列 X
は以下のようにが″の正方行列として表記される。

(1)

対角要素は各都道府県の非転出量を表しているおり,例
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えば,転出元のプ都道府県の場合

F′ =Σ ん―ん          (2)
′‐l

で定義される島は,′ -1都道府県に転出したノ都道府県の総転出量を表している。また

二=Σん―工,           (3)
ノ・ 1

で定義される41t i都 道府県を除いた″-1都道府県から,都道府県へ転入した総転入量を表してい

る。従つて,(1)式 で定義されたデ‐夕行列 Xの転置行列 Xtは ,転入元 (転入前の住所地)を ′都
道府県町村,転入先 (転入後の住所地)を ノ都道府県とする転入を表すデータ行列になる。またこの

転置行列は,(2)及 び (3)式 と同様に,対角要素が各都道府県の非転入量を表しており,例えば ,
転入元 (転入前の住所地)を ,都道府県,転入先 (転入後の住所地)をブ都道府県,/7を ,都道府県
からブ都道府県への転入量 (′ 都道府県からの転出量)とすれば,転入先のブ都道府県の場合

二;=Σ刀―ん          (4)
′‐1

で定義される F'′ は,″ -1都道府県からブ都道府県に転入した総転入量を表す。また

二|=Σ月―工: (5)
ノ‐1

で定義されるF年 は,,都道府県から″-1都道府県へ転出した総転出量を表す。
このデータ行列を前提としてまず移動率について定義しておこう。本来,人 口移動は動態的なデー

タであるため,「年次の移動率Jと いう静態的な指標に加工するためには,年間の人口をどのように確

定するかが一つの問題となる。既に述べたとおり,総務省統計局では,10月 1日 現在の年央人口推計

値を採用しているため,本稿でもこの方式を採用することとする。また本節では各都道府県の地域特
性を見ることを主眼に置いているため, ここでは各都道府県の人口 (年央人口)に対する移動量の相

対的な大きさを見る移動率を取り上げる。

そこで,(1)で示されたデータ行列 X(転出のデータ行列)において,ブ 都道府県の人口に対する
総転出者数の相対的な大きさを総転出率 (総転出の移動率)″oと して定義すると,(2)式より

・
49ノ =三l=       (6)

′′

となる。但し,0はノ都道府県の人口を意味する。従つて日本の総人口 (年央人口)を Pとすれば

P〒 Σ′′          (7)
′‐l

が成り立つ。またデータ行列が Xt(転入のデータ行列)の場合,け であれば,(5)式 より

“
′=二         (8)
′′

は (6)式で定義されたνqと 一致する。同様に転入についても,ノ 都道府県の総転入率 (総転入の

移動率)を 4と して定義すると,(4)式より

″
′ =券

となる。またデータ行列が Xにおいては,(8)式の場合と同様
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″ ′=Fr
′i

弓 のとき4と 一致する。
次に転入超過率を定義しておこう。総務省統計局の定義によれば,「転入超過数」とは「転入者数か

ら転出者数を差し引いた数J3を意味する。この解説では転入超過率については触れていないが,「転

入超過数」の解説に従い転入超過率Dを定義するならば,例えばノ都道府県の場合 ,
D′ =ル7ブ ーLfθブ              (11)

となることは (6)～ (10)式からも明らかである。

以上で定義された総転出率,総転出率,転入超過率について各都道府県の数値を示したのが表 1で

ある。またこの結果に基づいて,数値の降順に上位及び下位に位置する 10都道府県をそれぞれ示した

のが表 2である。そこでこれらの計算結果から静岡県における人口移動の地域特性を見ていくことに

しよう。

繰り返しになるが, これらの数値は,『平成 24年住民基本台帳移動報告』に基づいて算定されたも

のであるが,静岡県については『平成 25年住民基本台帳移動報告』で示された徴候が既に示されてい

る。その一つは,冒頭でも述べたように転入超過数がマイナスで全国 40位と全国レベルで見ても低い

ということである (表 2)。 言うまでもないが,転入超過数がマイナスであれば,それは人口の社会減

を意味する。実際,単純に順位のみを比較してみても,静岡県は,2012年 (平成 24年)の 40位から

2013年 (平成 25年)に は46位となっているだけではなく,超過数も2012年の-3952人 (表 1)か ら

2013年には-6,892人 へと大幅に減少している。しかし転入超過率で見ると,も ともと静岡県の人口規

模は全国 10位と大きいことも影響して,上位 10位にも下位 10位にも入っておらず,表 2には示され

ていない。われわれの試算では,2012年の転入超過率は 0107%で 21位となり,順位で見る限りそれ

ほど大きな社会減は認められない。

表 3は静岡県における 2012年の順位を纏めたものであるが,実数で見ると年央人口,総転入者数,

総転出者数ともに 10,H位 とほぼ同じ,原位を示しているにも拘わらず,比率でみると総転入率が 34,

総転出率が 35位と大きく順位が下がつている。(6)～ (10)式で定義された移動率の性質に鑑みる

と, この要因の一つとして考えられるのは,年央人口と総転入者数もしくは総転出者数における各都

道府県間のバラツキの不均衡である。特に年央人口のバラツキに対して移動数のバラツキが大きい場

合,その可能性が高いと推量できるが,実際,変動係数を試算してみたところ,年央人口では 097,

総転入者数では 138,総転出者数では 122となり,こ の点を裏付ける結果となった。また総転出者数

よりも総転入者数の変動係数が大きいことから, これが転入超過率における1頂位の更なる低下に影響

を及ぼしたものと考えられる。

以上のことから局所的分析による静岡県の地域特性を纏めておこう。まず挙げるべきは,総転入率

及び総転出率のいずれも各都道府県の場合と比べてそれほど高い数値であるとは言えず,従って静岡

県の人口規模からすると必ずしも移動者が多いと看倣すことはできないということであろう。このこ

とは転入超過率についても同様である。確かに転入超過数は実数としての減少数は大きく順位も 40

位と低い。しかし表 1を仔細に検討すると,実は 47都道府県のうち転入超過率がプラス,即ち人日の

社会増が認められる都道府県数は H都道府県で全体の 23_4%に過ぎないことが解る。ところが,表 2

3総
務省統計局『住民基本台帳人口移動報告 用語の解説』
bttp■ヽ 蒻 、stat gojp/data/idou/2 htm

(10)
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で示された年央人口上位 10都道府県のうち,社会増となる都道府県は 6都道府県で全体の 60%を 占

めている。つまり静岡県は,比較的人口規模が小さい都道府県が多くを占める社会減の都道府県にお

いて相対的に人口規模が大きい県に相当し,それが転入超過数の順位の低さに反映されたものと看倣

される。従って,静岡県の人口減少問題に特化して言えば,転入超過数の低さ (社会減の大きさ)自

体はそれほど深刻な問題ではない。むしろ重要なのは,そのマイナスの超過数,つまり減少数が 2012

年から2013年にかけて大幅に増加した点であろう。これについては,前述のように 2013年の分析に

必要な統計データが出揃っていないこともあり今後の検討課題としたい。

表 1:都道府県の転出・転入

都道府県 年央人口 総転入者数 総転入率 総転出者数 総転出率 転入超過数 転入超過率

北海道 5,442,000 49,367 0907% 56,112 1031・/O ‐6,745 ‐0124・/●

音森県 1,347,000 19,305 14330/。 24,04じ 1830% ‐5,343 ‐0397%
岩手県 1,299,000 19,306 1486% 21,691 1670% -2,385 ‐0184%
宮城県 2,315,000 53183 2297% 4/.114 2035% 6069 0262%
秋田県 1,060,000 1 1800/O 16,077 1517% -3.574 ‐0337%
山形県 1,146,000 14 1260% ,144 1496% ‐2.700 ‐0236%
福島県 1,955,000 1194% 0′ ,10υ 1902% ‐0708%
茨城県 2,907 45714 1573% 49,780 ′12% -4 ‐0140%
栃木県 31,674 1609% 32,960 1675% -1,286 ‐01065%
群罵県 1,959,000 27449 1386% 2U,44/ 1452% -1.298 ‐0066%
埼玉県 7,126,000 157,961 2217% 14/,い 0し 2072% 10.298 0145%
千葉県 6,119,000 132,651 2168% 140.839 2302% ‐8188 -0134

童責綿 12,916,000 400,274 3099% 343,77 2662% 56.497 0437%
神奈川県 8,947,000 207,908 2324% 199,300 2228% 8,602 0096%
薪温県 2,336,000 22,966 0983% 27.811 191・/O -4,845 ‐0207%
富山県 1,072,000 12,680 1じU% 10,3● 3 1246% -673 -0063%

右りII県 1,154,000 17,263 1490% 17,684 15320/O -421

呻一螂
福丼県 789,000 8,819 1180/O 10,460 1326% ‐1,641

山奥県 841,000 13,016 1548% 14,2И 1700 ‐0152%
長野県 2,106,000 27,020 1283% 29,076 1381% ‐0098%
離阜県 2,029,000 26,630 1 312% 30,546 1505% -3916 ‐0193%
静岡県 3.683,000 51,969 1411% 55,921 1518°/0 ‐0107(

曖知県 7.277,000 110,624 1520% 103,032 1416・/O 7,592 0104%
三菫 県 1,811,000 27,750 1532・/● 29,859 1649・/O ‐2,109 ‐0116・/●

滋智県 1,396,000 1895% 25,173 1803% 1.283 0092・/●

京都府 2,584,000

8,697,000

2083% b4,2● 9 2099・/● ‐418 ‐0016.

大阪府 154,847 1780・/. 149,466 17190/● 00620/.

兵庫県 496,000 90,850 16●3ウb 92,145 1677% -1,29( ‐0024%
秦 息県 1.381 24,671 17860/. 27,362 1981% -2.691 -0195%

和歌山県 983.000 1196・/O 14,1● 9 1430% ‐2,382 ‐0242%
:壼 県 578,000 9,119 1578% 10,572 18290/O -1,453 ‐0251%
:湘 県 702,000 10,657 1518% 11,856 1689% -0171%

闘山県 1,919,000 30,173 1572% 29,′69 1551% 404 0021%
広島県 2,817,000 46,788 1661% 49,574 1760°/● ‐2,イじ0 ‐0099%
山口峰 1,420,000 22,482 1583% 26,1lZ 1839% ‐3.635 ‐0256%
薇島県 772,000 10,532 1364% 11,363 1472% -831 ‐0108%
香り1県 982,000 18,982 4933% 18,794 1914% 00190/O

愛媛県 48,608 1322% 21,1 1500% ‐2,506 ‐0178%
吉知県 749,000 9,575 1278% 11,514 1537% ‐0259%
福岡県 5,044,000 102,831 2039・/O 94164 1867・/● 8,667 01720/

梼智県 840 15,314 1883% ,104 2046% ‐0163%
長崎県 1,402,000 23,858 ■702% 28,764 2052% ‐4 ‐03501

鮨六県 4,799, 29,894 1662% 30,836 1714% -942 -0052%

大分県 ,178,000 19,544 1659% 21.204 1800% -1,66( -0141%

宮崎県 ,122,000 19,580 /45・/● 21./4● 1938% ‐2,165 -0193%

鹿児島県 1,684.000 28,224 1676% 31,823 1890% ‐3,599 ‐02141

沖縄 |

1,401,000 25,271 18040/O 24,156 1724・/● 0080%
△
ロ

2,317 4840% 2.347,85 00001
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表 2:主要な都道府県の転出・転入順位

順位

(降 1贋 )
年央人口 総転入者数 総転入率 総転出者数 総転出率 転入超過数 転入超過率

1 東京都 東京都 東京都 東京都 東京都 東京都 東京都
2 申奈川県 神奈川県 神奈川県 神奈川県 千葉県 埼玉県 宮城県
3 大阪府 埼玉県 宮城県 大阪府 神奈川県 福岡県 福岡県
4 愛知県 大阪府 埼玉県 埼玉県 京都府 神奈川県 埼玉県
5 埼玉県 千葉県 千葉県 千葉県 埼玉県 愛知県 愛知県
6 千葉県 愛知県 京都府 愛知県 長崎県 宮城県 神奈川県
7 兵庫県 福岡県 福岡県 福岡県 佐賀県 大阪府 滋賀県
8 北海道 兵庫県 香川県 兵庫県 宮城県 滋賀県 沖縄県
9 福岡県 京都府 滋賀県 北海道 奈良県 沖縄県 大阪府
10 静岡県 宮城県 佐賀県 静岡県 宮崎県 岡山県 岡山県

秋田県 山形県 長野県 山形県 山形県 山口県 鹿児島県
う
０ 和歌山県 山梨県 高知県 秋田県 徳島県 岐阜県 山形県
40 香川県 富山県 山形県 山梨県 群馬県 静岡県 和歌山県
41 山梨県 秋田県 和歌山県 和歌山県 和歌山県 茨城県 鳥取県
42 佐賀県 和歌山県 福島県 富山県 愛知県 新潟県 山口県
43 福井県 島根県 富山県 島根県 長野県 長崎県 高知県
44 徳島県 徳島県 秋田県 高知県 福井県 青森県 秋田県
45 高知県 高知県 福井県 徳島県 富山県 北海道 長崎県
46 島根県 鳥取県 新潟県 鳥取県 新潟県 千葉県 青森県
47 鳥取県 福井県 北海道 福井県 北海道 福島県 福島県

表 3:静岡県の順位 (降順 )

都道府県 年央人口 織轍
総転入率

総転出

者数
総転出率 軌醐 颯帥静岡県 10 11 33 10 34 40 21

12 総合的分析―クラスタニ分析―

人口移動の地域特性については,前節で見たように個々の都道府県の特徴を各都道府県との比較を
通して把握するというアプローチの他にも様々なアプローチが考えられ得る。それらの一つとして,

本節では,ク ラスター分析を用いて各都道府県の特性をいくつか類型化し,共通する特徴を明らかに
しようと試みた。この分析については静岡総合研究機構 (2007)で既に行われているが,本稿ではこ
の分析結果に基づき直近のデータを加えて再分析を試みた。そこでまず静岡総合研究機構 (2007)で

行われた分析の概略を述べておこう。

静岡総合研究機構 (2007)の分析では,1956～ 2005年の都道府県別転入超過率を,5つの期間に区
分して,各期間の平均転入超過率をデータとして用いている。つまりこの 5つの期間を変数扱いとし
てクラスター分析を行い,各都道府県を4つに類型化している。それによると,「大都市型」,「大都市

近郊型」,「拙方中核・大都市周辺型」,「地方型」の 4つである。そこで本節では,こ の分析結果に基
づき,新たに第 6期 として 2006～ 2012年の平均転入超過率を加え,改めてクラスター分析を行つて 4
つのクラスターを抽出し,静岡総合研究機構 (2007)の分析結果との違いを確かめた。その結果を示
す前に,本節で採用したクラスター分析の方法について簡単に触れておこう。
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表 4:静岡総合研究機構 (2007)で 採用された期間区分

第 1期 第 2期 第 3期 第4期 第5期

1956～ 1965 1966～ 1975 1976～ 1985 1986～ 1995 1996-2005

一般にクラスター分析とはデータにおいて 「似た者同士Jの対象をいくつかの群 (ク ラスター)に
分類する多変量データ解析の方法である。例えば,″ 個の観測値からなるた個の変数について述べる

と,″ 次元ユークリッド空間に布置する″×力個の対象について,対象間の距離が短いもの同士を同じ

クラスターに,距離が長いものを異なるクラスターに分類していく方法である。距離の尺度や分類の
アルゴリズム等によって多くの方法が提案されているが,本稿で採用したのは Ward法 と呼ばれる方
法である。この方法は,ward(1963)に提示された方法で,ク ラスターが階層的構造を持つ階層的ク
ラスター分析の一つであり,また凝集型と呼ばれるアルゴリズムを用いたクラスター分析の代表的な

手法である。

この Ward法を用いて再計算した結果が表 5である。この表を見ると,直近のデータを加えても大
きな変化がないことが解る。また静岡県について見ると,地方中核型の都道府県に属していることが

解る。ただこの分析については,直近のデータを除き,10年毎の平均値でクラスタリングを行つてい

るため,転入超過率の時系列変化を正確に読み取ることは難 しい。またそうであるならば,各年毎の

データからクラスター分析を試みるというアプローチも考えられるが,変数の数が多すぎて時系列変

化の特徴を明確にするには問題があるように思われる。このような多変量時系列データの解析方法に

ついては先行研究の検討も含めて今後の課題としたい。

表 5:ク ラスター分析による分類

①大都市型 ②大都市近郊型 ③地方中核型 の地方型
56-05 56～ 12 56-05 56～ 12 56-05 56-12 56-05 56～ 12

東京都 東京都 埼玉県 埼玉県 北 海 道 北海道 青森県 青森県
愛知県 愛知 県 千葉県 千葉県 宮城県 宮城県 岩手県 岩手県
大阪府 大阪府 神奈川県 神奈川県 茨城県 茨城県 秋田県 秋 田県

兵庫県 兵庫県 奈良県 栃木県 栃木県 山形県 山形県
＼ 群馬県 群馬県 福島県 福島県
＼ 富山県 新潟県 新潟県

＼ 石川県 石川 県

ー

富山県
＼ 福井県 福井県
＼ 長 野 県 山梨県 山梨県

ヽ岐阜県 岐阜県

ー

長野県

鴻 岡県 静岡県 鳥取県 鳥取県
ゴ 重 県 二 重 県 島根県 島根県
滋費県 滋賀県 山 口県 山口県
京都へ 京都府 徳島県 徳島県

ミ 奈良県 愛媛県 愛媛県

和歌山県 和歌山県 高知県 高知県
岡山県 岡山県 佐賀県 佐賀県
広島県 広島県 長崎県 長崎 県

香川県 香川県 熊本県 熊本県
福 岡 県 福岡県 大分 県 大分県

宮崎県 宮崎県
摩 児島 県 庄 岬島 県
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2 人口移動における地域関係の分析
本節では,人 口移動における各都道府県間の関係の分析に焦点を当てる。既に前節では,各都道府
県の地域特性について見てきたが,都道府県間の関係はそれとは次元の異なる問題であるとまずは指
摘することができる。しかし,予測を含めた各都道府県における地域特性の将来の動向を見ていくた
めには,国内間の人口移動を問題にする限り,地域関係の特徴を把握しておく必要があることは重ね
て指摘しておく必要があろう。そこで以下では,前節と同様,局所的分析と総合的分析の二つに分け

静岡県の場合について検討していくこととする。

21 局所的分析―さまざまな統計指標―

人口移動における地域関係の局所的分析として本節で取り上げるのは,移動選択指数,交流率 ,
そして移動効果指数である。まず移動選択指数であるが,こ れは転出および転入について,関係が強
い都道府県を析出するために用いられる統計指標である。例えば,今,前節で定義した転出のデータ

行列 Xについて,プ都道府県から′都道府県への転出 (,市町村への転入)の移動選択指数 rlyは ,以下
のように定義される。なお定数をは通常 100が使われる。

rク =
ん (12)×た

争争堪喜ん
この移動選択指数は,(12)式 からも明らかなように,分母がノ,′ 双方の人口規模に応じた転出量
の期待値,分子が実際の移動量を表している。従つてた=100と すれば,こ の指数が 100を超える場合 ,

ノ都道府県にとってブ都道府県は転出先としては選択性の高い (関係性の強い)都道府県であると看倣

すことができる。同様に転入を表すデータ行列 Xtにおいて (12)式を適用すれば,転入の移動選択指

数になることは言 うまでもない。

この移動選択指数とほぼ同様の統計指標としては交流率をあげることができる。これは流出地と流

入地の二地域間における人口移動の相対的な大きさを表す指標で以下のように定義される。なお定数

力は通常 100が使われる。但しこの交流率は,数学的には (12)式 とほぼ等価で,移動選択指数と同

様の分析結果が得られるので,実際にはどちらか一方を利用すれば十分である。

/′ =(ん  P)× ル     (13)
′′ ρ′

これに対 して移動/~WJ果指数は,移動選択指数や交流率とは性格を異にした統計指標であると言える。

この指数は,′,プ の 2都道府県間における人口移動の効果,すなわち転出量と転入量の偏 りの大きさ

を示す統計指標で,以下のように定義される。なお定数 力は通常 1が使われる。またこの指標は,2
国間の輸出入量の均衡状態を示す産業内貿易指数 (グローベル・ ロイ ド指数)と 等価である。

Eグ =1升
ヶ子;≒IXカ

上式からも明らかなように,力=1の場合,この統計指標は ,,ブ′2つの都道府県間における転出量と

転入量がほぼ均衡状態にあるとき助→0と なり,逆に不均衡状態にあるときEly‐ 1と なる。従つて,

各都道府県間における転出及び転入の偏りを見るための指標として利用することができる。

以上の統計指標を静岡県について計算した結果が表 6に示されている。またこれらの指標の上位 10

(14)
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都道府県と下位 10都道府県を纏めたのが表 7である。これらの結果から静岡県の特徴をいくつか見て

いくと,まず移動選択指数及び交流率から見て選択性の高い都道府県は,転出,転入共に山梨県,愛

知県,神奈川県,東京都の 4都道府県を上げることができる。この結果を見ると,静岡県は東海地域
にありながらやや関東地域との関係が強い地域であると看倣すことができる。この結果は,次節でみ

る総合的分析からも裏付けられる。また移動効果指数の数値が最大で山口県の 03570であることから,

極端な転入超過,転出超過に該当する都道府県は存在しないが,前節で見たように転入超過数が大幅

なマイナスであることを考慮すると転出超過の都道府県が多いことが推察されよう。

表 6:静岡県の人口移動に関する統計指標

人口移動
指 煙

移動選択指数 交流率 移動効果

指数
都道府県 転入 転出 転入 転出

北海 ) 473 474 087 00004

青森 539 544 099 100 00038
岩手 435 435 00000

00900588 /05

秋田 00181
山 形 341 069 004う 0

福島県 433 382 080 00618
茨城県 561 103 098 00257
栃木 649 098 01001
君 434 550 080 01175

埼玉 807 149 00021
千葉リ 154 00081
東京都 1285 1572 ０^ 01006
神奈川県 1947 296 00946
新潟県 413 314 076 01357
富山県 421 094 078 00967
石川県 726 697 134 00204
福井県 587 443 108 01396
山梨 |

2464 453 384 00831
長野 831 77 153 00335

岐阜 945 74 1 77 00077
愛知 |

2005 369 00486
二重 994 183 171 00330
滋賀県 691 630 127 116 00464

京都府 590 678 109 00692
大阪府 412 418 076 077 0007C
兵 I 県 00162
本
示 県

428 079 074 00341
和歌山県 048 01032
鳥取県 37 466 069 086 01,
島 289 265 053 049 00431
岡 山 350 361 064 066 00163

348 325 064 060 00353
Iロ 674 124 059 03570
徳島 241 044 054 01031
香リ県 405 356 065 00647
愛媛県 359 056 066 00815
高知県 265 395 049 073 01955
福 5 県 420 077 078 00035
佐賀県 281 325 052 060 0073C
長崎県 325 261 060 048 01086
熊本県 351 073 00608
大う 県 322 344 063 00332
宮崎塀 523 096 00897
鹿児島 337 062 071 00658
沖 ′04 ′18 00093
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表 7:静岡県の人口移動に関する統計指標の順位

順位

(降順 )
移動選択指数 交 率 移動効果

' 
指数転入 転出 転入 転出

山梨県 2464 愛知県 2210 山梨県 453 愛知県 407 山口県 03570
2 愛知県 2005 山梨県 2086 愛知県 369 山梨県 384 高知県 01955
3 神奈川県 1610 神奈川県 1947 神奈川県 296 神奈川県 358 福井県 01396
4 東京都 1285 東京都 1572 東京都 236 東京都 289 新潟県 01357
5 二重県 994 岐阜県 960 二重県 183 岐阜県 171 群馬県 01175
6 岐阜県 945 二重県 931 岐阜県 174 二重県 171 鳥取県 01
7 長野県 831 千葉県 835 長野県 153 千葉県 154 長崎県 01086
8 千葉県 821 埼玉県 810 千葉県 151 埼玉県 1149 和歌山県 01032
9 埼玉県 807 長野県 777 埼玉県 148 長野県 143 徳島県 01031
10 石川県 726 沖縄県 718 石川県 1 34 沖縄県 1 32 東京都 01006
37 鹿児島県 337 大分県 344 鹿児島県 062 大分県 063 兵庫県 00162
38 秋田県 333 山形県 341 秋田県 061 山形県 063 沖縄県 00093
39 長崎県 325 佐賀県 325 長崎県 060 佐賀県 060 千葉県 00081
40 和歌山県 323 広島県 325 和歌山県 059 広島県 060 岐阜県 00077
41 大分県 322 山口県 319 大分県 059 山口県 059 大阪府 00070
42 愛媛県 305 新潟県 314 愛媛県 056 新潟県 058 青森県 00038
43 島根県 289 徳島県 296 島根県 053 徳島県 054 福岡県 00035
44 佐賀県 281 島根県 265 佐賀県 052 島根県 049 埼玉県 00021
45 高知県 265 和歌山県 263 高知県 049 和歌山県 048 北海道 00004
46 徳島県 241 長崎県 261 徳島県 044 長崎県 048 岩手県 00000

22 総合的分析一数量化Ⅳ類とクラスター分析一
本節で試みる分析の目的は,各都道府県間の転出と転入における関係の強さから,相互依存関係の

強い地域を類型化することにある。従つて分析の対象は 47都道府県全体に及ぶが,12節で試みたよ
うに,直接クラスター分析を使つて類型化するのではなく,まず 47都道府県間の関係の強さを数量化

Ⅳ類によって 2つの尺度に纏め,それら二つの尺度に基づく数値をクラスター分析によつて類型化す
るというアプローチを採用した。

4換
言すると,転出,転入双方における 47次元のユークリッド空間

内に布置するデータを,それぞれ 2次元のユークリッド空間におけるデータに縮約 し,それらのデー

タをクラスタリングするアプローチである。このようなアプローチによる分析は,静岡県内の労働移
動の類型化において既に試みており,一定の研究成果を公表してきたことは前述のとおりである。そ
こでまず改めてその方法論について見ておこう。

今,″ 個の対象において任意の対象′とプの間の親近性を表す指標を′グとする。但 し ,,ノ=1,2.′,け

であり,′′,(′=ブ)は考慮されない。また ′クは正負の値をとり得るどのような統計量であつてもよい

が,′′が大きいほど親近性が高く,逆に小さいほど親近性が低くなるよう定義されなければならない。

ここで対象′についてある未知量場を付与し

- ,,1 G+ i) (15)↑ι″，
４
ソ

″
Σ

，
一〓０

を,平均ニユ =o,分散三 =1の下で最大化する場, (プ =1,2,¨ ′)を求める。その結果得られた

4数
量化の方法を巡る統計思想や理論については,林 (1993)を参照のこと。また多次元尺度構成法の理
論や数量化Ⅳ類との関係については,Nishisato(2007)及 び齋藤・宿久 (2006)を参照のこと。
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固有ベクトル xを対象′の座標軸とし,こ の尺度に基づく座標値 (数量化スコア)為 ,(′ =1,2,_″)に
よつて対象間の相互依存関係を把握することが数量化Ⅳ類の目的である。これは即ち,親近性の尺度
で測られた数値を″次元ユークリッド空間における点と見なし,各点の距離から見た分布特性,つま
り類似 した対象間の距離は近く,類似していない対象間の距離は遠くに布置するような特性を,固有
ベクトルで尺度イとされた 1次元もしくは 2次元の座標軸から把握することを意味する。

そこで本稿の課題である人口移動における転出・転入の問題に沿って具体的に見ていくと,例えば
転出のデータ行列 Xにおいて,ノ 市町村から,市町村への転出率

“
οクは,以下のように定義できる。

但しちノ=1,2.′ である。

″。″=/7         (1。
′′

この転出率をノ市町村が ,市町村に依存している割合として依存度と呼ぶことにすれば,こ の依存
度を利用 して様々な転出の規近性の尺度を考えることができる。この親近性の人度についても既にわ

れわれはいくつか考案してきたが,本稿では,例 えばブ都道府県から,都道府県への転出は,′ 都道府
県から見ればブ都道府県から,都道府県への転入であるという相互依存関係を重視し,転入率

“
ρ″を

ベースにした親近性

′
グ 
ニ (″
°
ク
+″ °
ノ )

を使用して数量化Ⅳ類の試算を行った。その結果得られた第 1固有ベク トル xl,と 第 2固有ベクトル

X2の各要素 (数量化スコア)を観捩J値 と見なしてクラスター分析を行い,親近性のある市町村グルー
プを分類することが本節の最終的な分析目標となる。なおクラスター分析については,12節同様 Ward

法を採用 した。

表 8:人口移動における地域分類
第1クラスター 第2クラスター 第3クラスター 第4クラスター 第5クラスター

北海道 青森県 富山県 岐阜県 鳥取県

茨城県 岩手県 石川県 愛知県 島根県

栃木県 宮城県 福井県 二重県 岡山県

群馬県 秋田県 滋賀県 広島県

埼玉県 山形県 京都府 山口県

千葉県 福島県 大阪府 徳島県

東京都 兵庫県 香川県

神奈川県 奈良県 愛媛県

新潟県 和歌山県 高知県

山梨県 沖縄県 福岡県

長野県 佐賀県

静岡県 長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

表 8は ,ク ラスター数を 5つにした場合の分析結果を纏めたものである。これを見るといくつか特

(17)
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徴が見えてこよう。まず各クラスターについて意味付けを行うとすれば,第 1ク ラスターが東京を中
心とした関東地域,第 2ク ラスターが東北地域,第 3ク ラスターが北陸地域,第 4ク ラスターが中京・

関西地域,第 5ク ラスターが中国 。四国・九州とすることが可能であろう。この分類結果は,あ る程
度地理情報をも示しており,人 口移動は近隣の都道府県において関係が強いことが理解できる。但し,

北海道と沖縄県については近隣の都道府県ではなく,北海道では近隣の東北よりも東京を主とした第

1ク ラスターの関東地域,沖縄県では,近い九州よりも名古屋・大阪を中心とした中京・関西地域と

それぞれ結びつきが強いことが示されている。

静岡県についてみると, この分類に従えば関東地域に属する。前節でわれわれは,移動選択指数で

見たとき,静岡県と関係の強い都道府県は,東京都,山梨県,神奈川県,愛知県であり,東海地域に

ありながらやや関東地域との関係が強い地域であると指摘しておいたが,その指摘はこの総合的分析
によって改めて確認することができよう。

終わりに

以上本稿では,人 口移動を分析する方法論的枠組みを示し, これらの方法による分析で静岡県における

人口移動の特徴をいくつか明らかにしてきた。しかしながら同時にこれらの分析を通じて問題点も顕在化

されたように思われる。以下これらを簡単に述べ本稿の結びとする。

一つは,既に 12節でも触れたように,時系列の変化を分析していないという点であろう。特に多変量

データ解析の方法は基本的には非時系列データを前提とした手法が多く,本稿で用いた方法も基本的には

そのようなタイプの方法に属している。こうした手法についての時系列化をめぐる理論的研究は,先行研

究が意外に少ない。その理由としては,多変量データ解析の方法がもともと時系列データを扱うことの少

ない分野でその多くが開発されてきたという歴史的経緯もある程度影響しているように思われる。しかし

経済データの分析には時系列データは欠かせない。このため多変量時系列データ解析の理論と応用におい

て,今後一層の研究を進めていきたいと考えている。

もう一つは,人口移動の要因分析である。本稿で示した分析はあくまで地域特性と地域関係の把握に留

まっており,いかなる要因に基づいてこれらの特性や関係,あるいはその時系列変化が生じるのか,と い

う点については取り上げていない。これは前述の多変量時系列データの解析をめぐる問題とも関連してお

り,併せて引き続き検討していきたい。

追 記
本研究については,静岡県職員による分析結果も含まれているが, これらはあくまで個人的見解を

示したものであり県の見解ではない。

なお本研究は,平成 25年度静岡大学人文学部学部長裁量経費 (代表者 :上藤一郎)による援助を受

けて行われた。
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